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． はじめに





用いられている ギャンブル依存症 問題ギャンブリング（ ） 病的ギャ







ニュージーランドは、 年にギャンブル障害対策に関する 年ギャンブル法 を制定





プラン（ ）・ドゥ（ ）・シー（ ）による サイクル と明確な財源が制度内
ギャンブル等依存症対策基本法 と
ニュージーランド法制との比較研究

















































基本法の成立に伴い 年 月に政府の ギャンブル等依存対策推進本部 が発足してお










キノゲーム券などを販売する 宝くじ売り場（ ） やスポーツくじや場外馬券を販
売する 店舗（ ） や、スロットマシーンやポーカーゲーム機などの電子ゲー
ム機（ 《 》）を備えている パブ や クラブ 、そして全国に
カ所ある カジノ が、ニュージーランドの合法的なギャンブル場であり、その総数は 年
で 店舗とされている ）。これらに加えて競馬場やドックレース場もある。
店舗数の割合は、 ％が宝くじ売り場、 ％がパブやクラブ、残りの ％が 店となっ
ている。 台（ 年時点）の電子ゲーム機が全国のパブとクラブ 店舗に散らばっ
ている。一店舗において設置されているゲーム機台数の平均は 台ほどであり、最大で 台ま
でと規定されている ）。
内務省のデータによると、 年度（ 月 日から一年間）のニュージーランドにおける合
法ギャンブルへの顧客の総支出額は、 億 万 ドルとなっており、日本円に換算する



















法文は、 序文 と ギャンブリング 関連機関 害の予防・抑制と施行、その他の事















） と 内務省（ ）、 ギャンブリング委員会






























的に立案および実施するために、 年から 年の期間にまたがる中期の 戦略計画（













































































































































ブル障害者の実情を 年ごとに確認することが必要性評価の主な目的である ）。 ヵ年事業計

















成（ ） である。民間会社 に保健省が開発を 年 月に委託
して、ギャンブル企業や治療従事者などの各種専門家 名より構成された保健省内の アドバ






















































































































パチンコ店舗数は、過去 年連続の減少が続いており、 年末時点で全国に 万 店舗
が存在する ）。店舗に備え付けられているパチンコ・パチスロのゲーム機は 万 台あ
り、一店舗に平均約 台が設置されていることになる。競馬場が全国に カ所あり、その他
の公営競技場もあわせると合計 カ所となる。有人宝くじ売り場は全国に約 万 カ所（平
成 年度実績）ある ）。
レジャー白書 によると、パチンコ産業の 年の総売り上げは前年度比 ％減の
兆 千億円であり、ピーク時の 年時に比べると ％減となっている。同年の年間参加人
数は 万人で 年と比べると ％減となっている。年間の平均参加回数は 回で、年間
平均支出額は 万 千 円となっている ）。







公営競技の売上は 年連続増加しており、 年は前年比 ％増の 兆 千 億円となっ
ている。このうち 割が競馬からの売上であり、特に地方競馬での売り上げ増が大きく前年比
％増となっている。競艇も前年比 ％増となっている。競馬の参加人数は 万人で
あり、年間の平均参加回数は 回で、平均支出額は 万 円となっている。
宝くじの売り上げは前年比 ％減の 千 億円となっており、ピーク時 年に比べて
％減となっている。スポーツくじの売上はピーク時より横ばいの 千 億円となってい
る。宝くじの年間参加者は 万人で、年間の平均参加数は 回となり、年間平均支出額








基本法は 章 条と附則から構成されている ）。国と都道府県の責務を明確に定め、ギャン
ブル事業者と関連団体、国民も含めたうえで共通の目標に向かって取り組めるように体制を整
えることが法の主旨となっている。























































（ 条 項）することと、もう一つは、 年ごとのギャンブル障害問題の実態調査（ 条）で
ある。この二つの調査結果を踏まえて基本計画を 年ごとに再検討（ 条 項）することとな

















ニュージーランドでは、 年ごとに策定される ギャンブル障害予防抑制戦略 において達
成目標 点が示され、さらに短期中期・長期にわけた優先課題が示されている。 及び ヵ年
戦略計画における目標と、各課題に優先順位がつけられていることを鑑みて、ニュージーラン
ドの対策には達成期限の記された明確な政策目標が整っているといえる。























































療センター院長樋口進、平成 年 月 日“ギャンブル障害の疫学調査、生物学的評価、医療・福祉・社会
的支援のあり方についての研究”国立研究開発法人日本医療研究開発機構、 。
ギャンブル障害のスクリーニングテストには世界的に最も多用されている （





























） 平成 年における風俗環境の現状と風俗関係事犯の取り締まり状況等について 、警察庁生活安全局保安
課、平成 年 月、 。
） 宝くじ受託業務について 、総務省、平成 年 月、 。
）レジャー白書 、公益財団法人日本生産性本部、 年 月、
パチンコ業界の総売り上げについて 。年間参加人数について 。平均支出額について 。
）レジャー白書 、公益財団法人日本生産性本部、 年 月、
公営競技の売上について 。年間参加回数について 。平均支出額について 。
）国内のギャンブル等依存に関する疫学調査、 。
） ギャンブル等依存症対策基本法 年、衆議院。
）平成 年度厚労省 予算概算要求の主要事項 。
上記 のすべてに 年 月 日アクセスをした。
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